
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業報告用

2023年度 (令和5年度)事業報告書

畳塵 崖主型五襲型塁匙墜壁菫

1 事業の成果
これまで事業の目的としてきた、社会的投資の概念を日本及び世界において普及させることにより、

地球上のどこに生まれた人もひとりひとりの才能を発揮できる社会の構築のため、国際協力の活動、経

済活動の活性化を図る活動、社会教育の推進を図る活動、及びこれらに関わる団体・法人への助言、援

助を継続的に推進した

1)社会的企業の発掘・社会的投資事業
2022年度に開催したビジネスコンペティションのフォローアツプとして、選定された企業のデューデリ

ジェンスを開始。その内、インド・シツキム州で、就業機会に乏しい女性をトレーニングし、地元産

八―プを原料に石鹸やローションを製造販売する企業に社会的投資を実行した。

また、団体の国境を超えた起業家支援、連携、学び合いを推進する活動が、民間財団国際助成プログラ

ムに採択された。
こうした団体の活動については、団体ウェブサイト、ニュースレター、SNS等で情報発信を行った他、

起業家を招いてのオンラインイベントを開催し、活動の成果を共有した。

起業家との定期的なコミュニケーションを継続し、事業への助言、社会的インパクトの進捗確認を行っ

た。また事業の進捗状況について、定期的に支援者への報告を実施した。

普及啓発事業
投資先の現況やインパクトについて、団体のウェブサイト、ニュースレター、SNSで情報発信を行い、

途上国における社会課題や、それに取り組む起業家たちの姿を伝えた。

大学、学会や団体での講演会ゃヮークショップを通じ、社会的投資や起業家の活動についての普及啓発

を継続的に実施した。
また 「アースデイ東京2024」 に参画し、特に環境分野における社会課題への取組みついて、共同で情報

発信、また情報交換を行った。

人材育成事業
社会人、学生を対象に、 「サステナブルビジネス・スクール入門編」を2回開催した。

大学生、高校生のインターンを積極的に受け入れ、活動への参加、また社会人ボランテイアとの交流を

つうじ、社会的企業や社会的投資について実践的な学びの場を提供した。

調査研究事業
昨年度署名機関として参加した「インパクト志向金融宣言」や、JICA他、国内外の企業・団体などと積

極的に交流、情報交換、協力・協働関係を継続した。

日本企業の海外での社会的事業について、インパクト評価・管理のコンサルテーションを実施した。

組織運営基盤の強化
民間財団からの助成により組織診断を前年度より継続。この結果に基づいて、理事会の改革、経営会議

の発足等、ガバナンス体制の見直しを実施した。

また、財政基盤強化の観点から、2023年 11月 に拠点を移転した。
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書式第 14号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2023年度 (令和5年度)活動計算書 (その他事業がない場合)

特定非営利活動法人ARUN Seed

(単位 :円 )

科 目
特定非営利活動に係る●彙

金   輌 小計・ 合計

【A】 経 常 収 査

経 常 収 益 計

550′ 000

2,649,000

3.199,000

1′ 025,490

1.025,490

4,495′018

3′ 310.OCO

z805′ 018

302,000

125,000

695,674

'S3,000

1,8'S,674

lS6′ 179

lS6′ 271

14061,4S3

【日】 経 常 費 用

経

2.880.0)0

2.891,634

0

925,546

c697,181

2,108,484

994,551

681.549

513′ S94

312.659

308′ 000

308′ 000

264.070

4SS,682

391.535

6.438,124

13,135.305

,20,000

722,909

0

231.387

1,674.295

346.996

245,985

168,239

132.770

77.α)D

77.α)0

66,018

11.822

113,920

2 260

1●■52,105

当 期 経 常 A B -2.0,0.6S2

【C】 経 常 外 収 益

経

【D 外 用

経 常 外 費 用

0

O

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 (

経 理 区 分 振 替 頷 C
正 D+(3)・ ・・(4)

‐2,090.652

法人税.住民税及び●彙税

前期繰越正味財産額 ・・

0

18,07● 051

+

1

正会員受取会責

2

3

受取口庫補助金

4

cslテ ャレンジ事業収益

人材育成事業―スクール収益

普及啓発事業‐セミナー・■漬年収益

5 その他の収薔

受取利息

その他収益

1

(1)人件■

役員颯□

綸料手当

退職綸付費用
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贅
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譴会■
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2

1
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退職お付費用

2

案務晏

“

贅

支払手数料

旅費交通彙

通信運搬■

会議■

地(ヽ 7■
支払|[醸料

諸会■

支払利息

減価償却費
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当  

“ ⑤
0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2023年度 (令和5年度)賞借対照表
特定非営利活動法人ARUN Seed

(単位 :円 )

科 目 金  額 小計・合計

【A】 資 産 の 部

3,338,493

249,644

3′588′ 137

3′588,137

15,903′ 500

40′000

15,943,500

3,702,418

3,フ02′418

19′645′ 918

【A】 資 産 合 計 ①+② 23′ 234′ 055

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計

598,741

642,085

50′000

26′780

3′O00,∞0

149,050

4,466′656

4,466′656

2′ 784′ 000

2,784′ (Ю0

2,784′OD0

7,250′656

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

18,074,051

‐2′ 090′ 652

15,983,399

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 23′234′ 055

1
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未払金
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前受金
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２
　
　
　
　
日
】

長期借入金

計 。・

+

当期正味財産増減額

前期繰越正味財



2023年度 (令和5年度)計算書類の注記

特定非営利活動法人ARUN See0

1 重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)に よつています.

(1)棚 卸資産の評価方法

棚卸資産は低価法により評価 しています。原価は平均法により算出しています。

(2)固 定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

(3)貸 倒引当金の計上基準

貸倒引当金は、過去の実績.お よび滞留状況を基準に計上しています。

(4)施 設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスを受入れは、該当ある場合は、活動計算書に計上しています。

また該当ある場合、計上額の算定方法は「施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

(5)ボ ランティアによる役務の提供

ボランティアによる役務の提供は、該当ある場合は、「活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提

供の内訳」として注記 しています。

(6)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2 事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

(単位 :円

事 業 報 告 用

合 計事業部門計 管理部門
CS!チ ャレン

ジ事業

人材育成事業
―スクール

普及啓発事業
‐セミナー・

講演等

調査研究事業科   目

3.199,000

25.490

7,805′018

0

156.271

3,199,000

1,025,490

7,80S′018

1′ 875,674

156,271

0

0

0

695,674

0

0

0

0

753,000

0

0

1,0∞ ,(X0

0

1′ 875′674

0

0

1.000′ 000

0

302,000

0

14,061′ 453

3′ 600,000

3,614,543

1,156′933

753′ 000

360.OCX)

361,454

115,693

2,875.674

2,880′0(00

2.891,634

925′ 546

11,185,779

720.000

722,909

231′ 387

125,000

720,OOO

722.909

231.387

69S.674

360.000

361.454

115,693

1,302,000

1,440,000

1.445′ 817

462,773

6,697,181 1.674,295 8′ 371,476837,148 837,1483,348,590 1,674,295

2.455,480

66,00(D

387,20.4

18,210

849,788

746.364

172′ 223

385,00(0

O

7,750

330,088

6,240

1,240,486

0

0

6,160

59,110

385,000

44,337

569,602

51′ 587

7′780,629

173′ 498

66,000

37.273

1.759

84,120

66,385

120,174

38.500

0

775

33,009

624

123.497

0

0

616

5.911

38.500

0

56′960

5,159

852759

173.498

0

37,273

1,759

84.120

66,385

5,197

38,SO(

0

775

33.009

624

122,968

0

0

616

5,911

38,500

0

56′960

5.159

671,253

2108,484

66′000

312′ 659

14,691

681,549

613,594

161,829

308′ OCK)

0

c200
2“′″ 0

4,992

994.551

0

0

4,928

47′288

308′ 000

`,`=,337
455,682

41,270

●433124

346′ 996

0

74′ 545

3.519

168.239

132,770

10.394

77.()00

0

1,550

66′ 018

1,248

245′ 935

0

0

1,232

11′ 822

77,00()

0

113,920

10317

1′ 342′ 505

1,414,492

0

163,568

7.654

345′ 070

340′ 855

26,065

154,0(X)

0

3′ 100

132.035

2,496

494′ 102

0

0

2,464

23,644

154.000

44.337

227′ 841

20,635

3′ 55●358

346′ 996

0

74,545

3.519

168.239

139′970

10′ 394

77,000

0

1.550

66′o18

1,248

253,984

0

0

1′232

11,822

77,000

0

113,920

10,317

3ヽ57,754

16,152,1051.508,400 13,135,305 3,016′ 8006,904,949 3′ 032.049 1,689,906

8,168,979 ‐2′09Q652‐994′ 232 ‐755,400 ‐10,259,631-5,602′949 ‐2,907,049

:経常収益

1 受取会費

2 受取寄附金

3 受取助成金等

4 事業収益

5 その他収益

経常収益計

Π経常費用

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

業務萎託費

謝金

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

地代家賃

賃借料

保険料

諸会費

電税公課

支払手数料

支払助成金

支払寄付金

新聞図書責

支払利息

支払報酬料

広告宣伝費

減価償却費

その他経費

その他経費針

経常費用針

過年度損益修正誓

当期経常増減額



3固定資産の増減内訳

固定資産の増減は以下の通 りです .

(単位 _円
)

期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬費

工具器具備品

0

0

0

CI

0

()

0

0

0

0

無形固定資産

ソフトウエア仮勘定

ソフ トウエア

1,886.120

0

2.385,900

4,272.020

4,272,020

0

0

4′ 2,2′ 020 3,702,418

投資その他の資産

投資有価証券

差入保証金

14′ 449′ 426

40,000

1.454.074

0

O

〔)

15,903.500

40.000

15,903′ SO(0

40′000

合  計 16375,546 8,111′ 994 4′ 272,020 20′ 215′ 520 19,645,918

4.借 入金の増減内訳

借入金の増減は以下の通りです。

(単位 .円 )

科  目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

短期借入金

長期借入金

役員借入金

0

3,828′(X)0

3.828′ 000

フ,700.000

0

7,700,000

4,700′000

1,044,000

5,744.000

3,000′ 10(X)

2′ 784′ 000

5,784,000

5 
後昌最ピ重8:場富i3鰻 :189↑の通りです.

(単位 :円 )

科 目
計算書類に計
上された金額

内.役 員との

取引

内.近親者及

び支配法人と

(活動計算書 )

事業費 人件費 役員報酬

管理費 人件費 役員報酬

事業費 その他経費

合計

2,880.000

720′ 000

391,535

2,880,000

720′ 000

66′000

3,991.535 3.666.000

その他特定非営利活動法人の資産.負憤及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要

な事項

事業費と管理費の技分方法

地代・家賃、支払報酬料、また業務委託費、旅費、通信運搬費.,肖 耗品費、諸会費、支払手数料のうち、[]体 活動全

体にかかるものは、人件費と同じ比率で按分 .

科   目



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年度 (令和5年度)財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ARUN Seed

(単位 :円 )

金   額 小  計 合  ,計【日科

3′58■ ■3

3.338,493

249.644

15,903′ S00

A

流

流 動

40,000

18

1

40

の の資産

249

“

4

702

lS,943,S00

588.137

(1)

固定責

3,702418

645

0

111,437

3,227,056

5′ 878′078

2,フ 65′ 348

5,806,000

1,454′ 0フ4

現金

己 i弩ffF肇型

店

店

未収金

会費確定

2 固定資

投資
ξ』場:lechn?|:牌 11誤 B。。kmvbal)
攣蕊[1胤te timlted _

差入保証金

地代家賃保証金

(2)無 形固定責

ソフトウエア

23.234,055【A】 資 産 合 計 ①+②

4′466.656

50,000

26′ フ80

3′000,000

4.466′ 656

2,784,0((

固 定

の

動1

流 動

い 祉AI研究所

201 26

B-1

短期僣入金

26′780

3.000,(Ю 0

2 固定負

長期借入金

日本政策金融公庫

未払金
 ‐^口 合未払役員報酬・給与

::::犀‐
1‐

言′:ilil:¥払 t確定分

`κ

κ巣立姜用
前受金

会費

預 り金

源泉所得税

600,000

439,400

149,OSO

2′ 784,0(Ю

2.784000

2′ フ84′000

7.250′ 656【B-1】 負 債 合 計 ③+④

15′ 983,399
【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第28条関係)

事業報告用

2023年度 (令和5年度)年間役員名簿

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並び

にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人ARUN Seed       _

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 運テ・監事
(ヤマオカサトコ)

山岡 聡子
|

|

 2023年4月 1日

20241年 3月 31日

2023`軍 4月 1日

2024`千 3月 31日

2 ≦筆・監事
(ヨ ネクラ セイイ

イチロウ)

[

米倉 誠一郎

2023年 4月 1日

2024年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

3 ∈芽・監事
(ニ シゴオリ トシ

ヤ

西郡 俊哉

2023年 4月 1日

2024`軍 3月 31日

年  月  日

年  月  日

4 廷デ・監事
(イ シ

~カ

ワ ヒロノ |

ブ)  1

百ii~簿絹
2023年5月 31日

2024`軍 3月 31日

年  月

年  月

5 運)・ 監事
(ミ ヤモトサトル)

|

宮本 聡

2023年 5月 31日

20241年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

6 c夕
l・ 監事

(キ ノシタ トシヨ)

木下 壽子

20231年 5月 31日

2024年3月 31日

年  月  日

年  月  日

7 建):・
監事

(オ オクボ アスア)

奈
   

大久保 明日

2023年 5月 31日

2024年 3月 31日

年  月 日

日年   月

8 理事・(〕
(カ マタ ヒロミツ)

|

|

|

鎌田 博光

2023.年 4月 1日

2024年3月 31日

年  月  日

年  月  日

9 理事・(E滓

(パ ンション エ

)

バンション 絵

2023年 8月 14日

2024年3月 31日

年  月 日

日年  月

年  月  日 年  月  日



書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

設立・事業報告用

登國 出 型L動
=左

塁幽旦型

氏    名

山岡 聡子

（
∠ 米倉 誠―郎

（
０ 西郡 俊哉

 4 高津 智也

定金 基
ｒ
Ｏ

＾
０ 林田 絵美

７

， 木越 純  

8 池島 利裕

Ｏ

υ 鎌田 博光

10 石川 博紳

11 大久保 明日奈

12 宮本 聡



13 木下 壽子




